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 １．はじめに 

公共施設等は、長期にわたって市民サービスや機能を提供するものであるため、公共施設を適切に維持管理
していくためには、将来の人口動向を見据えて公共施設等の在り方を検討し、計画的に必要な財源を確保し、
無駄な投資を行わないよう対応していく必要があります。そのためにも、更新の集中時期を中長期的に把握す
る必要があるため、本計画の計画期間を次のとおり設定します。 

 ２．西之表市公共施設等総合管理計画の概要 

 

 計画の対象施設 

 

 

市

有

財

産 

その他 

（動産、金融資産） 

公共施設 

（建築系施設） 

インフラ系施設 

土 地 

公共施設等 

 対象施設 

庁舎や学校、公営住宅等

の建築系施設 

道路・橋梁、水道、 

公園、港湾・漁港 

 
 
本計画の対象施設は、本

市が保有する公共施設（建
築系施設）とインフラ系施
設の公共施設等及び土地
とします。なお、インフラ
系施設の道路は、一般道
路・自転車歩行者道・農
道・林道とします。 

【基本原則】 
 
 
 
 
 

 
 
本計画は、本市の最上

位計画である「西之表市
長期振興計画」の基本理
念のもと、「西之表市行財
政改革大綱」と整合を図
りつつ、本市のまちづく
りに沿って今後の公共施
設等の基本的な取組の方
向性について定めるもの
です。 
今後、公共施設等の管

理に関する方向性は、本
計画に基づき推進するも
のとします。 

2017 年度から 2056 年度までの「40 年間」 

公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

 【ケース①】公共施設にかかる普通建設事業費を前提とした場合 

ａ 公共施設更新費用（将来） 13.3 億円/年 更新費用シミュレーション（今後 40 年間） 

ｂ 公共施設にかかる普通建設事業費（現在） 9.9 億円/年 2010 年度～2015 年度の平均 

ｃ 将来不足見込み額 3.4 億円/年 ａ-ｂ 

ｄ 削減率 25.6％ （ｃ/ａ）×100 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 【ケース②】将来人口の見通しを前提とした場合 

ａ 2015 年総人口 15,967 人 2015 年国勢調査 

ｂ 2055 年総人口 12,042 人 西之表市人口ビジョン（2015年策定） 

ｃ 人口増減率 -24.6％ （ｂ-ａ）/a ×100 

 
 
 
 
 

関連個別施設計画・方針 

■公共施設の個別施設計画 

〇公営住宅等長寿命化計画、学校施設長寿命化計画 

 社会教育施設長寿命化計画 

■インフラ系施設の個別施設計画 

〇橋梁長寿命化修繕計画、都市公園施設長寿命化計画、 

 水産供給基盤機能保全計画、海岸堤防等長寿命化計画、 

 農業水利施設機能保全計画、新水道ビジョン（経営戦略） 

 農道橋個別施設計画、林道橋個別施設計画 

西之表市公共施設等総合管理計画 西之表市行財政改革大綱 

西之表市長期振興計画 

整合 整合 

整合 整合 

公共施設保有量の目標（2016年度の試算結果を基に設定） 

単純な施設更新を抑制し、廃止・集約・統合・複合化等による保有量の最適化

に努めます。 

予防保全を取り入れた維持管理や長寿命化の推進を図るとともに、重要性・緊

急性を考慮した耐震化を進め、利用者の安心安全を確保します。 

施設の効率的 
・効果的な運営 

長寿命化の推進と 
安心安全の確保 

民間活力や地域住民による地域力を有効に利用した事業等を検討し、管理運営

コストの縮減やサービスの質の向上に努めます。 

ケース①：今後 40 年間で 25.6％ の削減が必要 

ケース②：今後 40 年間で 24.6％ の削減が必要 

施設保有量 
の最適化 

西之表市公共施設等総合管理計画改訂・概要版 

計画期間 40 年間で現状の 25％ 以上の削減を、 

今後 10 年間では 6～7％ の削減を目指します 

西之表市公共施設等総合管理計画については、人口減少等により公共施設等の利用需要が変化していくこと
を踏まえ、早急に公共施設等の全体の状況を把握し、長期的な視点をもって、更新・統廃合・長寿命化などを
計画的に行うことにより、財政負担を軽減・平準化することを目的に平成 29（2017）年３月に策定してお
ります。 
今回の改訂については、「公共施設等総合管理計画の策定に関する指針の改訂について」（令和５（2023）

年 10 月 10 日付け総財務第 152 号総務省自治財政局財務調査課長通知）等を踏まえ、指針に示された追加
項目を加えるとともに、時点修正及び実績経年比較の追加、計画推進スケジュールの見直しを主な内容とする
改訂を行うものです。 

 公共施設保有量（床面積ベース）の目標値を、ケース①とケース②の双方を考慮し、次のとおり設定します。 

○今後、現在保有している公共施設全てを更新した場

合、公共施設の更新費用にかかる額は、１年当たり

約 13.3 億円と推計され、過去６年間の公共施設に

かかる普通建設事業費（実績）の平均 9.9 億円の約

1.3 倍（約 3.4 億円）の予算が必要となる。 

○今後の公共施設にかかる投資見込み額を過去 6 年

間の平均額が維持されると仮定した場合、今後 40

年間に年平均 3.4 億円の財源が不足する。 

○公共施設の更新費用は、延床面積の増減に比例する

ことから、不足分に応じた公共施設の保有量を削減

すると仮定した場合、今後 40 年間に 25.6％削減

することが必要となる。 

○おおよそ 40年後の総人口が約 24.6％減少することから、市民一人当たりの床面積を現状維持することを前提とし、人口 

 減少に応じて公共施設の床面積を削減すると仮定した場合、計画期間 40年間に 24.6％削減することが必要となる。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３．改訂を行った主要項目の概要 

ユニバーサルデザイン化の推進について 【追加項目】 

ユニバーサルデザインの実現に向け、公共施設の修繕・更新等を行う際には、利用者の障がいの有無、年齢、

性別、人種等にかかわらず、全ての人が、安全に、安心して、円滑かつ快適に利用できる施設整備を目指しま

す。長寿命化や大規模改修などの施設設備に当たっては、地域住民を含めた施設利用者等から意見聴取を行う

など利用者目線での改修等に取り組みます。 
 

■ユニバーサルデザインの７つの原則に沿った取組（公共施設整備に関連したもの） 
 

原則① 誰にでも公平に利用できること（公平性） 

原則② 利用する上で自由度・柔軟性が高いこと（自由性・柔軟性） 

原則③ 使い方が簡単ですぐにわかること（単純性） 

原則④ 必要な情報がすぐに理解できること（わかりやすさ） 

原則⑤ うっかりミスをおかしづらく、ミスをおかしても直ちに危険につながらないこと（安全性） 

原則⑥ 無理な姿勢をとることなく、少ない力でも楽に使用できること（省体力） 

原則⑦ 利用しやすい大きさや広さが確保されていること（スペースの確保） 

 
■具体的な取組 

 和式トイレの設置割合が多い状況にあることから、誰でも利用できる洋式トイレの割合を増やしていきま

す。（原則①、⑥） 

 男性用小便器において、手摺りのないトイレがあることから、設置していきます。（原則①、⑥） 

 新規整備の公共施設にあっては、男女共用の多目的トイレを設置し、ユニバーサルシートを備えるなど、

多様な利用ができるように検討します。（原則①、②、⑥、⑦） 

 利用頻度の高い公共施設では、オストメイト対応トイレの設置・改修の検討を行います。（原則①） 

 手洗い場の蛇口については、少ない力でも楽に使用できる、レバー式の蛇口や、センサー式の蛇口を採用

し整備していきます。（原則①、⑥） 

 階段、廊下には手摺りの設置を基本とし、誰でも使用できる２段手摺り、波型手摺り等の設置や点字案内

板の設置を検討します。（原則①、⑥） 

 階段手前には注意喚起用床材や廊下等には誘導用床材の敷設を検討します。（原則①、⑤） 

 新規整備の公共施設にあっては、エレベーターを設置し、階段を使用しなくても建物内での上り下りを可

能にするとともに、車いすでの使用を想定した仕様とする方向で検討します。（原則①、⑦） 

 身障者用駐車場を増やす方向で検討します。（原則①、⑦） 

 駐車場には車止め設置を基本とする方向で検討します。（原則⑤） 

 各施設における案内板などのサインについて、増設、見やすさ追求、ピクトグラム（案内用図記号）活用

等、ユニバーサルデザインを踏まえたサインに変更していきます。（原則③、④） 

 ユニバーサルデザインカラーの採用等により、見やすさについても検討します。（原則①） 

 

 

階段 

エレベーター 

ベビーケア

ルーム 

優先設備（高齢者 

／障がいのある人・けが人 

／妊産婦／乳幼児連れ 

／内部障がいのある人） 

多機能トイレ 

（お手洗い  

障がいのある人が使える設備 

／オストメイト／乳幼児） 

【ピクトグラムの例】 【注意喚起用床材・誘導用床材の例】 

脱炭素社会実現のため、施設の更新時には、地球温暖化対策計画を踏まえながら、太陽光発電などの再生

可能エネルギーの導入や、ＬＥＤ照明灯等の省エネ設備による消費エネルギーの低減など、公共施設におけ

る温室効果ガス排出量の削減対策を推進していきます。 

■具体的な取組 

① 照明設備のＬＥＤ化改修を進めていきます。 

② 年式の古い、エレベーター設備、空調設備については、省エネタイプの設備への更新を進めていきます。 

③ 空調の運転に際しては、不快指数を用いた基準で運転する取組を行っていくと同時に、服装面での対応

として、ノーネクタイなどクールビズ、ウォームビズを推進します。 

④ 利用者数の多い公共施設を中心に、電気自動車の普及を推進するため、車両充電設備の設置を検討しま

す。 

■市有林の活用 

上記の取組が推進されていく中で、本市が保有している市有林においても、今後、その二酸化炭素吸収量

に着目した利活用施策の検討が必要になってきます。 

 

 スギ ヒノキ 広葉樹 マツ 総面積 

保有量 255.54ha 2.55ha 437.76ha 6.78ha 702.63ha 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

固定資産台帳に登録している市有林が吸収できる二酸化炭素量概算値を次のとおり推定しています。推定

結果から、大きなポテンシャルを有していると言えます。市有林における二酸化炭素吸収量は、自団体にお

けるカーボンオフセットへの対応に吸収量を活用するほか、余剰する吸収量については、他団体への売却な

どの可能性も考えられます。ただし、二酸化炭素吸収には、整備された森林であることが前提となり、農林

分野の保有する「森林整備計画」や「森林経営計画」などの各種計画との情報共有を行い、間伐等の適切な

整備を推進していく必要があります。 

また、公共施設の設備改修の際に、市有林の木材を活用するため、バイオマスエネルギーの利活用を検討

するなど、市有林と公共施設の間で適切な維持管理のサイクルを回していくことも必要です。今後は、本市

の二酸化炭素排出量の把握及び削減に努めつつ、市有林も活用しながら脱炭素化の取組を進めていきます。 
 

 

 スギ ヒノキ 広葉樹 総吸収量 

炭素吸収量 25,145ｔ 270ｔ 25,567ｔ 50,982ｔ 

二酸化炭素吸収量 92,198ｔ 988ｔ 93,747ｔ 186,934ｔ 

 

脱炭素化の推進について 

 

【追加項目】 

▼樹種別保有量 
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▲整備年代別保有量 

▼本市市有林の二酸化炭素吸収量概算値 
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有形固定資産減価償却率 類似団体平均値【追加項目】 

 本市の 2021 年度末時点の有形固定資産減価償却率
は 62.7％であり、類似団体平均をやや下回る結果とな
っておりますが、前年度より 1.4％上昇しています。本
計画や各個別施設計画に基づき、老朽化した施設につい
て、点検・診断や計画的予防保全による長寿命化を進め
ていくなど、公共施設等の適正管理に努めていきます。 

有形固定資産減価償却率の推移 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増加施設の合計延床面積は 1,070.16㎡、減少施設の合計延床面積は 3,902.55 ㎡であり、単純な差し引

きで、2,832.39㎡の削減となっています。計画当初 2015 年度末の延床面積が 131,148㎡（小数点以下

不明）であることから、2016 年度から 2022年度までの 7 年間における累計削減率は 2.16％となります。

着実に削減している状況ではありますが、40 年間で 25％以上の削減、直近の 10 年間で 6％～7％の削減

を達成するためには、より一層、削減への取組が必要となっております。 

 
施設類型区分 増加施設（延床面積㎡） 減少施設（延床面積㎡） 

市民文化系施設     旧青少年の家 120.04  

社会教育系施設 月窓亭屋外トイレ 10.00  旧上妻家武家屋敷 倉庫／付属家 191.25  

スポ・レク系施設 

あっぽ～らんど 遊具保管庫など 3 棟 152.00      

喜志鹿岬灯台駐車場 トイレ 21.94      

美浜公園 便所棟 10.50      

産業系施設 

自給飼料供給センター（旧市営牧場） 
飼肥料・農具庫 

244.20  
自給飼料供給センター（旧市営牧場） 
飼料貯蔵庫 

200.00  

 
ワーケーション施設 22.71  川迎旧たばこ育苗ハウス 格納倉庫 104.04   

学校教育系施設 

安城小学校 便所棟、特別教室棟 117.00  安城小学校 校舎 1 棟 188.00   

種子島中学校 更衣室・機械室棟 140.82  種子島中学校 校舎 1 棟 75.00   

住吉小学校 校舎 1 棟 11.00  安納小学校 配膳室 11.00   

    伊関小学校 校舎 1 棟、配膳室 1,317.00   

子育て支援施設     旧古田保育園 90.00   

行政系施設 榕城分団・女性分団詰所 255.00  旧榕城分団跡地 車庫・洗面所 205.98   

公営住宅 

    吉原団地 62.60   

    中谷団地（戸建） 63.60   

    中路団地 62.60   

    斗岬団地（1 号棟、2 号棟） 150.30   

公園 

わかさ公園 便所棟 10.50  栄町公園 便所棟 9.90   

栄町公園 便所棟 10.50  嘉永山公園 便所棟 8.80   

嘉永山公園 便所棟 10.50  東町公園 便所棟 8.33   

花里浜公園 便所棟 10.50       

中央墓園 便所棟 10.50       

その他 

中割地区地域活性化交流拠点施設（旧鴻
峰小学校（廃校）） 入浴施設 

32.49  
開発総合センター横駐車場 廃屋 66.74   

旧立山郵便局 14.43   

    小川香料跡地 事務所 74.94   

    馬毛島緊急避難防災施設 878.00   

 合計 1,070.16  合計 3,902.55   

 

本市の 2022 年度における建築系公共施設の将来の方向性を反映し、長寿命化対策を実施するものとして

試算した結果、40年間の更新費用は約 460億円、年平均 11.5 億円の更新費用が必要となると試算されまし

た。2016 年度の結果（40 年間で 533 億円、年平均 13.3 億円）と比較すると、40年間で 73 億円、１年

あたりで比較すると 1.8 億円/年の対策の効果が見込まれます。前述の公共施設保有量の目標における、普通

建設事業費の平均ライン 9.9 億円に対する収支ギャップが縮小される見込みとなりました。 

しかしながら、1.6億円/年の収支ギャップが残っており、長寿命化以外でも更新費用を削減させる取組が必

要です。具体的には、施設の集約化・複合化を進め、どうしても建替えが必要な場合は規模を縮小して建て替

える（ダウンサイジング化）など、単純な施設更新をしないように努めます。また、引き続き、施設の売却、

貸付けも進めていき、収支ギャップの解消を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後 40 年間の更新費用の対策の効果額】 
 

 
耐用年数経過時に 
単純更新した場合 

長寿命化対策等 
を行った場合 対策の効果額 

40 年間の総額 533 億円 460 億円 73 億円 

1 年あたり 13.3 億円/年 11.5 億円/年 1.8 億円/年 

 

 ３．改訂を行った主要項目の概要 保有する財産（未利用資産等）の活用や処分に関する基本方針 

基本原則である「施設保有量の最適化」、「長寿命化の推進と安心安全の確保」、「施設の効率的・効果的な運

営」に取り組む中で、新たに用途廃止や不要となった未利用資産について、売却や貸付けなどを進めながら、

保有財産の縮小と歳入の確保を図ります。 

売却や貸付けに際しては、未利用資産の情報を市民や企業へ幅広く提供し、積極的な働きかけを行います。 

また、民間提案制度や新たな手法での活用方法を模索し、単純な売却や貸付け以外での利活用についても検

討を進めていきます。 

【追加項目】 

【今後 40 年間の更新費用の対策の効果額】 

※2019 年度以前については、固定資産台帳の異動情報を把握できていないため、実際の数値と異なる

場合があります。また、施設名称は建物名称と合わせて適宜分かりやすい名称で表記しています。 

※固定資産台帳整備に伴う調査判明増分が 2,301.57 ㎡あります。 

 

【追加項目】 

［対象期間：2016 年度～2022年度］ 

 

公共施設保有量の削減目標に対する進捗状況 

地方公会計（固定資産台帳等）の活用 

【追加項目】 

建築系公共施設の将来更新費用の推計（長寿命化型） 【追加項目】 

公共施設等マネジメントを進めていく上で、公共施設の基礎データは必要不可欠です。固定資産台帳では、

建築年月日・耐用年数・延床面積・取得金額など公共施設の基礎データを管理しており、施設カルテの作成、

施設類型別や建築年別の施設数・延床面積の算出、更新費用の推計など、あらゆる場面で活用できます。これ

らの基礎データに、施設コストや点検・診断によって得られた健全度・劣化度などの情報を組み合わせること

で、より現実に即した分析を行います。 

既に本市でも固定資産台帳と連携した公共施設のマネジメントを図りはじめており、今後も固定資産台帳の

精度向上に努めつつ、固定資産台帳のデータから算出した客観的な数値をもとに、今後の各施設の整備方針等

を検討していきます。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今後は、本計画と公会計制度（固定資産台帳）との整合性を図りつつ、毎年度の取組実績を公表し、
進捗状況確認や計画の成果を評価したうえで計画の見直し作業を進めます。なお、改訂の時期について
は、長期振興計画の策定に合わせて、実施事業との整合性を図りながら行います。 

 

年度 2016 年度 2017 年度～2056 年度 

取組 

内容 

○公共施設等のデータ
ベース作成 

○施設カルテの作成 

○公共施設等総合管理
計画の策定 

◯公会計制度（固定資産台帳）との整合性確立 

◯見直しを含む個別計画（長寿命化計画）の策定 

◯計画に沿った公共施設等マネジメント推進 

◯本計画の取組実績の評価・公表・検証・改善 

◯長期振興計画実施事業との整合性等を図る計画改訂 

 

巻末資料として、今後の更新費用内訳を作成しております（2023 年～2027 年）。 
 
 
 
 
 
 
 

財源の確保に向けた考え方 【追加項目】 
○ユニバーサルデザインに関する取組の追加 
①男女兼用の多目的トイレ（多目的スペース）の設置に向けた改修を検討していきます。 
②手摺り、案内板を増やすとともに、ユニバーサルデザインサインの導入を検討します。 
③注意喚起用床材や廊下等には誘導用床材の敷設を設置していきます。 
④利用しやすい位置への身障者用駐車場整備・増設を行います。 

○脱炭素化に関する取組の追加 
①照明設備のＬＥＤ化改修を進めていきます。 
②年式の古い、エレベーター設備、空調設備については、省エネタイプの設備への更新を進めていきます。 
③空調の運転に際しては、不快指数を用いた基準で運転する取組を行っていくと同時に、服装面での対応と 
 して、ノーネクタイなどクールビズ、ウォームビズを推進します。 
④利用者数の多い公共施設を中心に、電気自動車の普及を推進するため、車両充電設備の設置を検討します。 

【追加項目】 

計画の実施に向けて 

巻末資料 

▼巻末資料のイメージ 

今後も、公共施設保有量の削減に向けて取り組むと同時に、公共施設の更新等財源の確保に努めていく必要
があります。将来世代に必要な公共施設建設のために、計画的に「公共施設建設基金」を造成するとともに、
公共施設の維持管理や長寿命化改修等の財源として、主に財産貸付収入を原資とした「公共施設維持管理基金」
の造成に努めていきます。また、制度がある場合は、国県の補助金等を最大限活用することに加え、「公共施
設等適正管理推進事業債」、「脱炭素化推進事業債」等を活用した公共施設の集約化・複合化事業や、ユニバー
サルデザイン化事業、脱炭素化推進事業も検討し、財源の確保に努めます。 

 ３．改訂を行った主要項目の概要 

毎年度の取組実績のイメージ ▶ 

【修正項目】 

西之表市公共施設等総合管理計画改訂・概要版  令和 6 年５月  発行：西之表市 財産監理課 

〒891-3193 鹿児島県西之表市西之表 7612 番地  ・TEL: 0997-22-1111（内 284） ・FAX: 0997-22-0295 
                        ・西之表市ＨＰ: http://www.city.nishinoomote.lg.jp/ 

【追加項目分】 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 


